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＜声明＞学問を戦争動員の道具にし、「学問の自由」を蹂躙する「日本学術会

議特殊法人化法案」衆議院本会議強行採決に抗議し、廃案を求める！ 

２０２５年 6月１2日 

                  「許すな！『日の丸・君が代』強制、

止めよう！改憲・教育破壊 全国ネットワーク（略称「ひのきみ全国ネット」） 

（連絡先：代表世話人・小野政美 gorillaono@gmail.com ） 

 
２０２５年６月１１日の参議院本会議で石破自公政権と日本維新の会により、「日本学術

会議特殊法人化法」が、日本学術会議・多くの研究者・全国の市民の反対にも拘らず成立し

た。私たち、全国の教員・退職教員・保護者・市民による全国ネットワークである＜許す 

な！『日の丸・君が代』強制、止めよう！改憲・教育破壊 全国ネットワーク＞は、学問

を戦争動員・軍学共同の道具にするために、日本国憲法で保障された「学問の自由」を蹂躙

する「日本学術会議特殊法人化法案」を衆議院本会議において強行採決に断固抗議する！ 

私たち、全国の教員・退職教員・保護者・市民による全国ネットワークである＜許す 

な！『日の丸・君が代』強制、止めよう！改憲・教育破壊 全国ネットワーク＞は、２０２

５年２月以来、石破政権の閣議決定を経て国会に上程された「日本学術会議特殊法人化法案」

の廃案を目指して、＜日本学術会議特殊法人化法案」の廃案署名呼び掛け１６団体＞・＜日

本学術会議の「特殊法人」化に反対する学者・市民の会＞の一員として、多くの良心的な学

者、全国の市民と共に、法案廃案の署名活動を進め、２万筆以上（その後合計約７万筆超）

の署名を内閣府に届け、数次の院内集会、日本学術会議応援人間の鎖、衆院内閣委員会傍聴、

数次の国会前ヒューマンチェーンなどのさまざまな活動を続けてきた。 

「日本学術会議特殊法人化法案」は、「日本学術会議法」の前文を削除し、「科学者の総

意の下に」「わが国の平和的復興に貢献する」という日本学術会議設立の原点を消し去り、

「科学者の総意の下に」「独立して職務を行う」という日本学術会議を解体するものである。

外部者からなる選定助言委員会は、学術会議の会員選定方針に意見を言うほか、候補者選定

にも介入できる。時の政権にとって都合の悪い学者を排除する制度を法律に組み込み、会員

の任命拒否をしなくても人事介入ができる。日本学術会議の独立性を奪い、首相が議長を務

めるトップダウン型の「総合科学技術・イノベーション会議」がボトムアップ型の日本学術

会議を政権や財界の意に沿う組織に変質させる。「法案」は、「学問の自由」を圧殺し、学

問を軍学共同の道具にし、戦争への道を開き、「軍産学共同」で、学問・科学を軍事的済的

利益に貢献させるための法案に他ならない。「日本学術会議特殊法人化法案」は、日本学術

会議の独立性を奪い、学問・科学を軍学共同の道具にし、軍事研究をはじめ政府や財界の意

に沿う方向に学術界を動員するために、日本学術会議への政府・権力の全面的管理統制する

ために準備された法案である。日本学術会議の歴代会長６氏の声明が「日本の学術の終わり

の始まり」と言う通り、日本学術会議を政府・権力が全面的に管理統制できる組織に代える

ものである。学術会議をめぐって今起きていることは、学問研究の世界に限らず、市民一人

ひとりの自由や民主主義に深く関わる問題である。そもそも、この法案は、２０２０年に当
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時の菅義偉首相が、日本学術会議会員候補学術会議から推薦された会員候補１０５名中の６

名を理由を示さずに任命拒否を行ったことにある。６名は、安保法など政府が推進する政策

に否定的な言動をしていた。２０００余の学協会・研究者・市民は、菅・岸田・石破政権に

対し一刻も早い６名の任命拒否の撤回を求めてきたが現在も撤回されず、それどころか、日

本学術会議の独立性を侵害した６名の会員任命拒否を逆手に取り、内閣府の「有識者懇談会」

が出した報告書に基づき「日本学術会議特殊法人化法案」を国会に提出した。 

衆議院内閣委員会本会議の審議では、坂井担当大臣（国家公安委員長）と笹川内閣府室長

のこの間の詭弁答弁の内容と答弁の仕方は、日本学術会議や科学者、市民の疑問答えるどこ

ろか、衆院・参院内閣委員会・本会議採決ともに、坂井大臣と内閣府室長は、原稿と官僚た

ちが後ろから渡す資料を読むだけで、日本学術会議と相談しながら法案準備をしてきた、学

術会議光石会長も参加した（オブザーバーでの参加のみ！）有識者懇談会に沿って法案を準

備した、日本学術会議が世界のナショナルアカデミーと同じように、「政府から独立して、

独立性を確保する」ためにこそ今回の法案があるなどと全くの虚偽の答弁を繰り返すばかり

でした。勿論のことながら、６名の任命拒否はもう終わったこととして、黒塗り部分の公開

も必要ないとの答弁を繰り返すのみだった。また、５月９日の衆院内閣委員会で、坂井学・

内閣府特命担当相は、解任に関する新設の規定を巡り、「特定のイデオロギーや党派的な主

張を繰り返す会員は解任ができる」と答弁し、政治的な立場によって干渉できる見解を示し

た。学者の政治的主張や活動は学者としての学識に基くものであり政府に都合の悪い言動を

「党派的」と認定して排除することは、憲法が定める「学問の自由」や「言論・表現の自由」

の明白な侵害である。学術会議をめぐる問題は、学問研究の世界に限らず市民一人ひとりの

自由や民主主義に深く関わる問題である。 

法案審議では、「日本維新の会」が法案成立を牽引し、同党の三木圭恵議員は衆院本会議

などで、事実をねじ曲げた反共攻撃と、学術会議が果たしてきた役割をおとしめる中傷を繰

り返した。「学術会議はかたくなに国防技術の研究協力を拒み続け、それが科学技術一般の

進歩を妨げてきた」、「今後は防衛技術の研究に貢献してもらいたい」と要求し学術会議の

廃止をも求めた。自民党に代わって科学者に軍事研究を要求し、そのために学術会議を解体

する「法案」の狙いを明瞭にするものであり、三木圭恵議員の発言は自民党席から喝采を浴

びた。軍事研究によってこそ科学技術が発展するという考えは、核兵器や細菌兵器など非人

道兵器の開発に科学者が協力した戦前の歴史や、軍需産業を発展させ「死の商人」国家化を

肯定するものであり、科学技術を軍事動員する先兵の役割を明白に示した。 

「学問の自由」への攻撃は、戦時日本でも行われ、現在、トランプのハーバード大学など

への攻撃も続いている。「学問の自由」の侵害が、言論や思想の苛烈な弾圧・統制につなが

ったことを戦時下の歴史は教えている。「滝川事件」は、１９３３年、京都帝国大学法学部

の瀧川幸辰教授がおこなった講演やその著書が自由主義的であるなどとして、当時の鳩山一

郎文部大臣が滝川教授の休職を決定したことから始まった思想弾圧である。また、１９３５

年の「天皇機関説事件」では、憲法学者の美濃部達吉の著書が発禁処分とされ公職も追放さ

れた。「滝川事件」後、政府は学問への抑圧を強め、学問を軍事に従属させる事態が続いた。

戦後、大日本帝国憲法（明治憲法）時代に起きた「滝川事件」や「天皇機関説事件」への反
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省から、憲法２３条で、大日本帝国憲法にない「学問の自由」が定められた。憲法２３条「学

問の自由」は、滝川事件や天皇機関説事件など、学問の自由ないしは学説の内容が、国家権

力によって侵害された歴史を踏まえて特に規定されたものである。 

アメリカ・トランプ政権によるハーバード大学等への「学問の自由」への攻撃は、日本に

おける「学問の自由」を蹂躙する「日本学術会議特殊法人化法案」と同様のことでる。アメ

リカ・トランプ政権は、ハーバード大学に対して、ガザジェノサイド抗議の学生の処分、カ

リキュラム改訂、入学制度改革、多様性・公平性・包摂性（ＤＥＩ）慣行の撤廃などの要求

を続けている。トランプ政権は、ハーバード大に対する２２億ドル超の補助金を凍結に続き、

さらに４億５０００万ドル（６６５億円）削減すると発表した。トランプ政権は、エリート

校に対する締め付けを一層強め、８つの連邦機関がハーバード大学へ支給する補助金削減を

発表している。コロンビア大学、プリンストン大学、コーネル大学、ノースウェスタン大学

などにも批判の矛先を向けており、対象はダイバーシティ施策に及び、トランプ米大統領は

６月４日、ハーバード大学への入学予定の外国人学生へのビザ発給を禁止すると発表した。 

この間の私たちの運動は、「日本学術会議特殊法人化法案」を成立させない、廃案にする

闘いだったが、いま、戦争する国家、戦時国家に向かう日本社会で、学問を軍事利用させな

い闘い、学問の自由・大学の自治・ナショナルアカデミーである日本学術会議を守る闘い、

思想信条の自由を守る闘いなどの歴史的闘いとして、後世に残る闘いだった。坂口担当大臣

による会員の思想選別の危険が出てくるなど法案の違憲性があらわになった。学術会議法案

の修正・廃案要求声明は１００学協会を超え、学会以外でも各地域の単位弁護士会・地域弁

護士連合会を含む）が過半数に上り、労働組合、市民運動団体も声明を出し、大手メディア

ほか地方紙社説や論評でも批判の声は広がってきたが遅きに失した。メディアがほとんど正

面から取り上げないこともあり、それでも、市民社会はやっと動き始めたばかりだったが、

燎原の火のように２月のチェンジオルグ署名運動開始以来、署名は現在７万筆を超えた。６

月１１日までの４か月余の学術会議問題を巡る闘いは、静かに市民の中に広がっていった。

３月１３日以来の院内集会には多くの研究者・ジャーナリストなどの参加し、連日国会議員

にも働きかけた。「国会前ヒューマンチェーン・座り込み」は、衆議院参議院内閣委員会や

衆議院参議院本会議での審議・採決時、６月４日には、任命拒否当事者らによる座り込み、

６月９日には学者文化人の座り込み、６月１１日の参議院本会議と計１５回行われた。 

 

いま、「新しい戦時体制」構築のために、教育・学問・メディアなどへの執拗な攻撃と国

家による管理統制が続いている。岸田政権による「安保３文書」閣議決定による「大軍拡」・

「敵基地攻撃」は、沖縄・琉球弧などの軍事基地増強・日米韓などの共同軍事訓練を進めて

いる。２０２５年５月３０日には、防衛装備庁は兵器などの開発につながる研究に資金提供

する「安全保障技術研究推進制度」の応募状況を公表し、２０２５年度に大学などの応募が

前年度の４４件から約２．８倍の１２３件に急増し過去最多となり、企業や公的研究機関を

含めた全体でも前年度比で約１．７倍の３４０件と過去最多を更新した。日本学術会議は２

０１７年の声明で「安全保障技術研究推進制度」参加に慎重な姿勢を示した。 
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政府は「日本学術会議特殊法人化法案」の成立により、この制度を通じて、大軍拡、沖縄

先島諸島と全国の軍事基地化に突き進む軍事研究に科学・大学を従事させることをこれまで

以上に加速させることになる。「新しい戦時体制」に向かう教育・学問・メディアへの攻撃

と国家による管理統制が進み、戦時体制を強化するために、学校現場では自民族優越主義・

民族排外主義に基づく画一的な価値観を植え付け、多様な個性と多様な価値観を認めず愛国

心教育体制の強化に突き進んでいる。２００６年の第１次安倍内閣は、１９４７年教育基本

法の前文の「民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとす

る理想の実現は、根本において教育の力にまつべきものである」とした文言を「改正」で削

除した。２００６年に成立した「改正教育基本法」で、「伝統と文化を尊重し、それらをは

ぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与

する態度を養うこと」とする教育目標が挿入された。その後の政府・文科省も愛国心教育・

教育政策・教科書行政が進められている。教育・学問は、戦前・戦中を通じて、天皇制にも

とづく国民統治を最大限に機能させる手段として、一貫して権力の側に重視されてきた。戦

後も、戦前からの連続性を巧みに利用して、国家主義・愛国心教育を強化する政策は揺らぐ

ことはない。 

第１次安部政権以来の「教育改革」は、子どもたちをアジア・太平洋戦争による侵略戦争

と植民地支配の時代、明治憲法下の天皇制の時代へと誘うものである。国家主義的な教育は、

国家や「公」なるものに対する個人の犠牲を強要し、美化し、個人主義を否定するものであ

る。日本の戦前・戦中の教育は、国家が教育を全面支配し、学校は「教育勅語」に基づく教

育により忠君愛国の精神で天皇のために命を捧げる「少国民」を育成する場として、子ども

たちと人々を侵略戦争に動員する上で決定的な役割を果たした。私たちは、教育・学問とメ

ディアが戦争を準備すると考え、学問と教育の自由の保障を求める立場から何度でも訴える。

「学問を戦争に動員するな！」「教え子を戦場に送るな！」「教育・学問とメディアが戦争

を準備する！」 

私たち「ひのきみ全国ネット」は、滝川事件や天皇機関説事件をなど、言論や思想の苛烈

な弾圧・統制によって、学問・教育・言論・メディアなどが侵略戦争につながった歴史を踏

まえて、日本国憲法の条文に明記された日本国憲法２３条「学問の自由」を蹂躙する「日本

学術会議法人化」の衆議院本会議での強行採決に断固抗議する。学問・科学を軍学共同の道

具にし、戦争への道を開く「日本学術会議特殊法人化法案」そして、成立した「日本学術会

議特殊法人化法」の廃案を目指して今後もひるむことなく、諦めず、屈せず粘り強く闘い続

けることをここに表明する。 


